
      

   

国自整第５２号の３ 
令和４年５月２０日 

 

 

日本行政書士会連合会会長 殿 

 
国土交通省自動車局整備課長 

 
特定記録等事務代行制度における準備行為期間中の委託申請等に係る 

「特定記録等事務代行等委託要領」の運用について 
 
 

道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第１４号）に基づく準備行為として本年

５月２３日より可能となる委託申請等については、「特定記録等事務代行等委託要領」（令和４年

５月２０日付け国自情第４４号・国自整第５０号、以下「局長通達」という。）における「特定

記録等事務」について別添のとおり運用することとしましたので、傘下会員に周知をお願い致し

ます。 
なお、本件につきましては、各地方運輸局自動車技術安全部長、沖縄総合事務局運輸部長及び

軽自動車検査協会検査部長に別紙のとおり通知していることを申し添えます。 

  



      

   

国 自 整 第 ５ ２ 号  
令和４年５月２０日 

 
 
各地方運輸局自動車技術安全部長 殿 
沖縄総合事務局運輸部長 殿 
 

自動車局整備課長 
 

特定記録等事務代行制度における準備行為期間中の委託申請等に係る 
「特定記録等事務代行等委託要領」の運用について 

 
 

道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第１４号）に基づく準備行為として本年

５月２３日より可能となる委託申請等については、「特定記録等事務代行等委託要領」（令和４年

５月２０日付け国自情第４４号・国自整第５０号、以下「局長通達」という。）における「特定

記録等事務」について以下のとおり運用することとするので、留意されたい。 
なお、本件については、軽自動車検査協会検査部長、日本行政書士会連合会会長、一般社団法

人日本自動車整備振興会連合会会長、一般社団法人日本自動車販売協会連合会会長及び一般社団

法人全国軽自動車協会連合会会長あて、別添のとおり通知したので申し添える。 

  



      

   

国自整第５２号の２ 
令和４年５月２０日 

 
 
軽自動車検査協会検査部長 殿 
 

国土交通省自動車局整備課長 
 

特定記録等事務代行制度における準備行為期間中の委託申請等に係る 
「特定記録等事務代行等委託要領」の運用について 

 
 

道路運送車両法の一部を改正する法律（令和元年法律第１４号）に基づく準備行為として本年

５月２３日より可能となる委託申請等については、「特定記録等事務代行等委託要領」（令和４年

５月２０日付け国自情第４４号・国自整第５０号、以下「局長通達」という。）における「特定

記録等事務」について別添のとおり運用することとしましたので、了知願います。 
なお、本件につきましては、各地方運輸局自動車技術安全部長、沖縄総合事務局運輸部長及び

関係団体に別紙のとおり通知していることを申し添えます。 

 

  



      

   

特定記録等事務代行制度における準備行為期間中の委託申請等に係る 
「特定記録等事務代行等委託要領」の運用 

 
 
局長通達第５条 

・ 登録自動車に係る特定記録等事務の委託を受けようとする者は最寄りの運輸支局長に、別

記様式１の申請様式により申請するものとする。 
なお、自動車検査登録事務所に申請書が到達した場合は、当該自動車検査登録事務所を管

轄する運輸支局長あてに当該書面を送付するものとする。 
・ 申請様式には運輸支局長からの各種通知を受けるためのメールアドレス、本申請に係る担

当者の氏名及び連絡先電話番号を記載するものとする。 
・ 委託書の交付は、申請を受理した日から概ね３０日程度で行うものとする。 

 
局長通達第６条 

・ （１）のアからウのいずれかに該当する者であることの確認方法については以下のとおり

とする。 
（アについて） 

行政書士の資格の確認については、行政書士証票の写しの添付をもって行うものとす

る。また、行政書士法人の確認にあたっては、登記事項証明書の写し又は定款の写しの添

付をもって行うものとする。 
（イについて） 

    定款の写しの添付をもって確認するものとする。 
  （ウについて） 
    申請書に記載された指定整備工場コードを指定自動車整備事業者台帳により確認するも

のとする。 
・ （２）の要件を満たしていることの確認については、別記様式１に添付される添付資料１

により行うものとする。 
なお、「特定記録等事務を実施するのに必要かつ適切な組織」の具体的な要件は、特定

記録等事務を行うために必要な法令や通達、委託条件を理解したうえでアからエの業務を

行うとともに、当該事務にあたる者への周知や指導を実施できる者を特定記録等事務責任

者として選任し、適切かつ確実に当該業務にあたることができる体制を整えているもので

あることに留意するものとする。 
・ （３）及び（４）の要件を満たしていることの確認については、別記様式１に添付される

添付資料１により行うものとする。 
・ （５）の確認については、別記様式１に添付される添付資料２により行うものとする。 

 
局長通達第８条 

・ 運輸支局長は、特定記録等事務の委託をしたときは、当該特定記録等事務代行者に対して

あらかじめ本省から割り当てられた委託番号を付与し、当該番号を記載した委託書（別記様



      

   

式２）を交付するものとする。 
・ 登録自動車に係る特定記録等事務の委託を受けようとする申請と検査対象軽自動車に係る

特定記録等事務の委託を受けようとする申請が同時に行われた場合は、運輸支局長は委託を

する際に記載する委託番号を速やかに軽自動車検査協会に対して通知するものとする。 
・ 委託書の発行は運輸支局長、軽自動車検査協会がそれぞれ行うものとする。 
 

 
局長通達第１１条 

・ 特定記録等事務代行者は、検査標章配付申請書兼受領書（別記様式３）に申請年月日、申

請者名、配付希望枚数等の必要事項を記入し、委託を受けた運輸支局長に提出しなければな

らない。その際、委託書の写し及び検査標章授受出納簿（事業者用）の写し（初回申請時を

除く）を提示するものとする。なお、検査対象軽自動車に係る特定記録等事務のみ委託を受

けている特定記録等事務代行者においては、事業場の所在地を管轄する運輸支局長に提出し

なければならない。 
・ 特定記録等事務代行者は、検査標章を受領した場合は、検査標章配付申請書兼受領書（別

記様式）の受領者氏名欄に記名しなければならない。特定記録等事務責任者は、受領した検

査標章の数量等を確認し、検査標章授受出納簿（事業者用）（別記様式４）に必要事項を記入

したうえで、事業場において紛失、盗難等がないように厳重に保管しなければならない。 
・ 運輸支局長は、検査標章を特定記録等事務代行者に配付する際は、次に掲げる確認等を行

うこととする。 
一 特定記録等事務代行者から提出された検査標章配付申請書兼受領書に記載の不備等が

ないか確認すること。 
二 希望枚数算出根拠が適切であるかを確認し、希望枚数を配付すること。希望枚数算出根

拠が不適切であることが判明したときは、配付しないものとする。この場合において、希

望枚数が当該事業場の前年度同時期における３ヶ月間の継続検査業務量に１．１を乗じた

値（１００未満切り上げ）を超える場合（直近３ヶ月の間に複数回申請があった場合は、

その配付枚数を含めて判断するものとする。）は、希望枚数算出根拠が不適切であるものと

して補正を求めるものとする。なお、前年度の実績が無い場合や事業規模の変更等により、

業務量の変化が見込まれる場合等は、使用予測枚数及びその理由を記載させるものとする。

検査標章を配付する枚数は、在庫状況や申請者の残枚数を考慮し、調整することができる。 
三 検査標章授受出納簿（運輸支局用）（別記様式５）に必要事項を記入すること。 

・ 運輸支局長は、自動車検査登録事務所において検査標章を特定記録等事務代行者に配付す

ることを妨げないものとする。この場合、配付の申請を行う特定記録等事務代行者は、検査

標章配付申請書兼受領書を施行規則第４９条の４第１項第１号の申請を行う自動車検査登録

事務所１か所に提出しなければならない。なお、検査対象軽自動車に係る特定記録等事務の

み委託を受けている特定記録等事務代行者においては、事業場の所在地を管轄する自動車検

査登録事務所に提出しなければならない。 
・ 特定記録等事務代行者は、検査標章を紛失したときは、直ちに、その年月日、枚数及び理

由その他必要事項を検査標章紛失届出書（別記様式６）に記入し、特定記録等事務の委託を



      

   

受けた運輸支局長に届け出なければならない。この場合において、検査対象軽自動車に係る

特定記録等事務のみ委託を受けている特定記録等事務代行者にあっては、軽自動車検査協会

に届け出なければならない。 
・ 特定記録等事務代行者は、き損した検査標章を検査標章授受出納簿（事業者用）とともに

保存し、印刷前の検査標章で不良のものがあった場合は運輸支局長に返納しなければならな

い。 
・ 運輸支局長は、提出があった検査標章配付申請書兼受領書を提出された日の属する年度の

翌年度の末日まで保存しなければならない。 
・ 運輸支局長は、返納された検査標章を確認し、同様の不良の形態が頻発している場合は本

省に報告することとする。なお、本省に報告する必要がないと判断した検査標章については、

運輸支局において適切に廃棄するものとする。 
 
局長通達第１２条 
・ 運輸支局長は、「自動車検査業務実施要領について（依命通達）（昭和３６年１１月２５日

付け自車第８８０号）」別添「自動車検査業務実施要領」６－１に規定されている検査標章授

受出納簿以外に特定記録等事務代行者に係る検査標章授受出納簿（運輸支局用）を作成し、

検査標章の出納状況を明確に記録しておかなければならない。 
・ 運輸支局長は、自動車検査登録事務所に対し、前項に規定する方法により記録させ、検査

標章納入予定月の前月１０日までに出納状況を報告させるものとする。 
・ 運輸支局長は、返納された検査標章の枚数を検査標章授受出納簿（運輸支局用）に記入す

ること。 
・ 運輸支局長は、特定記録等事務代行者に、検査標章授受出納簿（事業者用）を作成させ、検

査標章の出納状況を明らかにさせることとし、作成に当たっては、受入れ、交付、き損、紛失

等出納事由を明らかにさせるものとする。 
・ 特定記録等事務代行者は、作成した検査標章授受出納簿（事業者用）を記録した日の属する

年度の翌々年度の末日まで保存しなければならない。 
 
局長通達第１３条 

・ 運輸支局長は、令和４年１２月２日までに委託した特定記録等事務代行者に係る施行規則

第４９条の５第２項の各号に定める事項の他、委託番号、電話番号を別記様式７の報告様式

に記載のうえ令和４年１２月９日までに本省に報告するものとする。 
   また、令和４年１２月３日以降、書面による申請により委託した特定記録等事務代行者に

ついては、令和５年１月３１日までに別記様式７により報告するものとする。 
・ 運輸支局長は、施行規則第４９条の１３及び第４９条の１４に規定する変更があった場合

は、当該変更後の内容を報告様式に記載し、令和４年１２月９日又は令和５年１月３１日の

うち先に到来する日までに本省に報告するものとする。 
・ 令和４年１２月９日までに本省に報告があったものについては、本省は令和５年１月４日

から記録等事務代行アプリを使用できるように所要の作業を行う。また、令和５年１月３１

日までに本省に報告があったものについては、令和５年２月２０日から記録等事務代行アプ



      

   

リを使用できるように本省において所要の作業を行う。 
 
局長通達第１４条 

・ 特定記録等事務代行者は、事業場の位置を変更しようとするときは、概ね３０日前までに

別記様式８により申請を行うものとする。 
・ 運輸支局長は、変更申請があったときは、局長通達第４条及び第５条の運用に準じて処理

を行うものとし、承認後は特定記録等事務代行者に対し変更承認書（別記様式９）を交付す

るものとする。 
 
局長通達第１５条 
・ 特定記録等事務代行者は、施行規則第４９条の１４の規定による変更をしようとするとき

は、概ね７日前までに別記様式８により届出を行うものとする。 
 
局長通達第１６条 

・ 特定記録等事務代行者は、施行規則第４９条の１５の規定による委託業務の廃止をしよう

とするときは、概ね７日前までに別記様式１０により届出を行うものとする。 
 

 
 
準備行為期間後の本通達の取扱いについて 

・ 令和５年１月からはオンラインでの申請等が可能となるため、別途オンライン申請に係る

局長通達の運用についての通達を発出予定であるが、一部令和５年１月時点においてオンラ

イン化していない手続きについては当分の間本通達によることとする。 
 


